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第一部【企業情報】 
 

第１【企業の概況】 
 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成13年２月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月

売上高（百万円） 129,590 － － 121,591 117,178 

経常利益又は経常損失（△）
（百万円） 

3,947 － － 1,549 △121 

当期純利益又は当期純損失
（△）（百万円） 

1,827 － － △1,669 △203 

純資産額（百万円） － － － 19,968 19,646 

総資産額（百万円） － － － 87,003 90,871 

１株当たり純資産額（円） － － － 815.41 802.29 

１株当たり当期純利益又は当
期純損失（△）（円） 

89.81 － － △69.09 △8.29 

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） － － － 23.0 21.6 

自己資本利益率（％） － － － △8.0 △1.0 

株価収益率（倍） － － － △10.5 △72.9 

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

471 － － 4,328 225 

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

2,805 － － △11,530 △7,460 

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△3,145 － － 10,360 3,967 

現金及び現金同等物の期末残
高（百万円） 

2,527 － － 8,693 5,426 

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）
（人） 

－ 
（－）

－ 
（－）

－ 
（－）

1,163 
（ 2,171）

1,063 
（ 2,166）

 （注）１．売上高には消費税は含まれておりません。 

２．第23期において連結子会社である㈱室蘭ファミリーデパート及び㈱根室ファミリーデパートを平成12年

９月１日付にて吸収合併し、子会社がなくなったため第23期の連結貸借対照表は作成していないため連

結貸借対照表に関連する各指標は記載しておりません。また、第26期連結会計年度より子会社ができた

ため連結財務諸表を作成しております。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
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(2)提出会社の経営指標等 

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成13年２月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月

売上高（百万円） 121,719 131,398 126,053 121,591 117,178 

経常利益（百万円） 3,952 3,261 2,858 1,517 26 

当期純利益又は当期純損失
（△）（百万円） 

1,939 1,617 1,169 △1,688 △95 

持分法を適用した場合の投資
利益（百万円） 

－ － － － －

資本金（百万円） 2,611 4,099 4,099 4,099 4,099 

発行済株式総数（千株） 20,489 24,489 24,489 24,489 24,489 

純資産額（百万円） 17,355 21,220 21,812 19,949 19,735 

総資産額（百万円） 75,223 75,919 76,345 80,261 85,421 

１株当たり純資産額（円） 847.08 880.93 903.95 814.64 805.92 

１株当たり配当額 
（うち１株当たり中間配当額）
（円） 

18.00 
（ 9.00）

20.00 
（ 10.00）

20.00 
（ 10.00）

15.00 
（  10.00） 

5.00 
（  5.00）

１株当たり当期純利益又は当
期純損失（△）（円） 

95.33 75.81 47.01 △69.87 △3.89 

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 23.1 28.0 28.6 24.9 23.1 

自己資本利益率（％） 11.6 8.4 5.4 △8.1 △0.5 

株価収益率（倍） 8.0 10.6 14.7 △10.4 △155.3 

配当性向（％） 18.9 26.4 42.54 △21.47 △128.53 

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

－ △464 3,409 － －

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

－ △5,155 △2,576 － －

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

－ 7,080 714 － －

現金及び現金同等物の期末残
高（百万円） 

－ 3,988 5,536 － －

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）
（人） 

1,172 
（ 1,794）

1,184 
（ 2,121）

1,222 
（ 2,098）

1,163 
（ 2,171） 

1,063 
（ 2,166）

 （注）１．売上高には消費税は含まれておりません。 

２．第24期の１株当たり配当額20円には、記念配当２円を含んでおります。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第24期より、金融商品会計及び退職給付会計を適用しております。 

５．第24期から自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たりの各数値（配当額を除

く。）の計算については発行済株式数から自己株式数を控除して算出しております。 

６．第25期から、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額の算定に当たっては、「１株当たり当

期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 
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２【沿革】 

昭和53年４月 株式会社ニチイ（現、株式会社マイカル）の地域法人として株式会社北海道ニチイの商号をもって資

本金５千万円、各種物品の販売を主たる目的とし、札幌市中央区北10条西23丁目２番地に設立 

11月 本店を札幌市中央区北３条西16丁目１番地９号に移転 

江別店（江別市）・千歳店（千歳市）を開店 

昭和54年５月 帯広店（帯広市）を開店 

７月 藻岩店（札幌市南区）を開店 

昭和56年７月 旭川店（旭川市）を開店 

昭和57年６月 本店を札幌市白石区本通21丁目南１番10号に移転 

平成２年10月 永山サティ（旭川市）を開店（北海道におけるサティ１号店） 

株式会社ホクホーによる出店 

平成３年４月 東苗穂サティ（札幌市東区）を開店 

平成４年３月 株式会社ホクホーと合併 

平成６年10月 釧路サティ（釧路町）を開店（旧釧路店を増床リニューアル） 

平成８年３月 千歳サティ（千歳市）を開店（旧千歳店を増床リニューアル） 

７月 商号を株式会社マイカル北海道へ変更 

９月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成９年11月 江別サティ（江別市）を開店（旧江別店を移転新築） 

平成10年３月 帯広サティ（帯広市）を開店（旧帯広店を増床リニューアル） 

11月 東京証券取引所市場第二部及び札幌証券取引所に上場 

平成11年３月 小樽サティ（小樽市）を開店 

平成12年２月 東京証券取引所市場第一部に指定 

９月 株式会社室蘭ファミリーデパート及び株式会社根室ファミリーデパートの子会社二社を吸収合併 

９月 北見サティ（北見市）を開店 

11月 釧路サティ（釧路市）を増築増床 

平成14年１月 商号を株式会社ポスフールへ変更 

５月 店名を「ポスフール」に変更 

11月 西岡店（札幌市豊平区）を開店（２ヶ月間仮営業、平成15年３月グランドオープン） 

平成15年３月 西岡店をグランドオープン 

９月 藻岩店（札幌市南区）を増築増床 

平成16年11月 岩見沢店(岩見沢市)を開店 
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３【事業の内容】 

当社グループは、当社および子会社１社により構成され、衣料・住生活・食品などの総合小売を主な事業とし

て活動しております。それぞの事業内容は次のとおりであります。 

株式会社ポスフール  ―――― 総合小売業を北海道内21店舗展開しております。 

有限会社ティーウイン ―――― 当社の子会社であり、当社帯広店に関わる信託受益権を保有しております。

帯広店について、当社は信託銀行と賃貸借契約を締結し賃借しております。 

 

４【関係会社の状況】 

連結子会社 

名称 住所 
資本金 

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有割合 
（％） 

関係内容 

(有)ティーウイン 東京都中央区 3
信託受益権の売
買、保有、処分並
びに管理 

51 信託不動産の賃借

 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

      連結子会社に従業員がいないため、提出会社の状況と同一です。 

 

(2)提出会社の状況 

   平成17年２月28日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,063（2,166） 36.2 11.3 4,179,824 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員及びパートタイマー）は、年間の平均人員を

（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

 

(3)労働組合の状況 

ポスフール労働組合と称し、提出会社の本社に同組合本部が、また、各店舗に支部が置かれ、平成17年２月

28日現在における組合員数は984名であります。 
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第２【事業の状況】 
 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当連結会計年度のわが国の経済は国内外の政治・経済の不透明感が強い中で推移いたしました。上半期は主要

経済指標で景気回復の兆しが見えはじめてきたといわれておりましたが、下半期にはその勢いが全体へ波及する

まで続かず、地域間・業種間の格差があります。雇用・年金問題をはじめとした先行きの不安などは解消せず、

引き続き厳しい状況の下で推移いたしました。北海道経済は他の地域経済と比較しても力強さがなく、天候不順

（猛暑、残暑、台風、地震、異常降雪など）、４月から実施した消費税の総額表示などが消費マインドに影響を

与え、個人消費も低迷が続いております。 
このような経済状況の下、当社は平成１６年度を一段と営業効率向上を図る年度と位置づけ、商品力・営業力

の強化を進めるため、地域に密着した品揃えの充実、接客技術・サービスの向上に努力してまいりました。平成

１５年１１月にイオン株式会社と業務・資本提携を発表して以来、営業・商品面など各業務面で提携メリットの

追求を進めております。イオングループのプライベートブランドである「トップバリュ」の導入を２月末では８

９１アイテムまで拡大し、また「ファイターズセール」、「火曜市」等、合同の販促活動を行いました。 

当社は有望なマーケットへの新規出店は企業成長のために経営戦略上の重要な鍵の１つとしており、平成１６

年１１月、道央に位置する岩見沢市に岩見沢店をオープンいたしました。 

これらの状況の下、基本方針である生活百貨店業態の再構築を進めてまいりましたが、商品構成上大きなウエ

イトを占める生活必需品の深堀が十分できなかったことなどもあり売上面では苦戦し、部門別の状況は次のとお

りです。 

衣料品部門におきましては、全般に厳しく推移し、特に子供衣料・婦人衣料が苦戦いたしました。生活百貨店

として生活向上品の充実に注力してまいりましたが、お客様のニーズの変化、気温・降雪など天候不順にタイム

リーに十分な対応ができず、売上高は４２６億５百万円（前期比92.9％）となりました。 

住生活部門におきましては、消費税の総額表示の実施による価格面での競争激化などにより日用雑貨などが影

響を受け、またハウジング関連が苦戦しました。ホビーカルチャー関連、家電・携帯電話などは前年を上回り、

売上高は１８２億２百万円（前期比100.1％）となりました。 

食品部門におきましては、お客様の食の安全性、企業責任に対する意識が一段と高まっており、商品の品質、

鮮度、表示などの管理を引き続き重点項目として努力してまいりました。ＢＳＥ問題以降苦戦していた牛肉は回

復傾向にありましたが低調なまま推移し、ギフト関連など伸張した部門もありましたが、売上高は５３１億７百

万円（前期比98.0％）となりました。 

厳しい消費状況の下、これらの結果、連結の業績は売上高１，１７１億７８百万円（前期比96.4％）、営業利

益３億３９百万円（前期比19.2％）、経常損失１億２１百万円でありました。 

なお、債権譲受益で特別利益２億７４百万円計上いたしましたが、東苗穂店を平成１７年５月に閉店すること

により見込まれる閉鎖損失２億２２百万円を含め特別損失３億５６百万円を計上したことにより、当期純損失２

億３百万円となりました。 

 

(2）キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下、資金という。)は、有形・無形固定資産の取得による支出

等により期首残高に比べ32億67百万円減少し、当連結会計年度末では、54億26百万円となりました。 

また、当連結会計年度における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において営業活動の得られた資金は２億25百万円(前年同期比41億３百万円減)となりました。

これは主に、新店等による在庫の増加14億56百万円等によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は74億60百万円(前年同期比40億70百万円減)となりまし

た。これは主に、賃借物件の取得による31億89百万円、岩見沢店の出店による19億49百万円、藻岩店の増築によ

る手形決済18億84百万円などによるものであります。 
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(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は39億67百万円(前年同期比63億92百万円減)となりまし

た。これは主に、社債の償還・長期借入金の約定返済・短期借入金の減少により125億27百万円減少しましたが、

社債の発行・長期借入金の新規借入により167億39百万円増加したことによるものであります。 

 

２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当連結会計年度の仕入実績を品目別ごとに示すと、次のとおりであります。 

商品別の名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ファミリー衣料 3,281 98.8 

婦人衣料 11,243 93.6 

子供衣料 4,153 92.8 

紳士衣料 3,881 106.9 

服飾 8,749 97.6 

衣料品計 31,310 96.7 

リビング 4,368 104.6 

ホビーカルチャー 4,756 106.6 

レジャースポーツ 888 116.2 

ハウジング 1,233 95.4 

家電・携帯電話 3,418 121.9 

住生活計 14,666 108.6 

生鮮食品 16,889 99.3 

加工食品 24,352 98.3 

食料品計 41,242 98.7 

その他 3,183 95.5 

合計 90,401 99.3 

 （注）上記金額には、消費税を含んでおりません。 



 

－  － 
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(2）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を品目別ごとに示すと、次のとおりであります。 

商品別の名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

ファミリー衣料 5,116 95.7 

婦人衣料 15,034 91.7 

子供衣料 5,830 89.7 

紳士衣料 5,385 97.5 

服飾 11,238 92.7 

衣料品計 42,605 92.9 

リビング 5,583 97.5 

ホビーカルチャー 6,077 101.8 

レジャースポーツ 1,178 101.1 

ハウジング 1,704 87.4 

家電・携帯電話 3,658 108.5 

住生活計 18,202 100.1 

生鮮食品 21,455 98.3 

加工食品 31,652 97.8 

食料品計 53,107 98.0 

その他 3,263 98.0 

合計 117,178 96.4 

 （注）１．当社は一般顧客を対象に、主に現金による店頭販売を行っているため、相手先別の販売実績は省略して

おります。 

２．上記金額には、消費税を含んでおりません。 



 

－  － 
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３【対処すべき課題】 

当社は、お客様の視点に立った小売業を営むことを経営の基本とし、各店のエリアマーケットに基づいた「地

域に密着した」売場作り・品揃え・販売を行う柔軟な組織体制を心がけています。そして、時代の変化を先取り

した生活提案と、時代に流されない普遍的価値を追求するため、生活必需品を廉価で提供するというGMSの基本

的使命に加え、もっと豊かで個性的な商品・時間・空間を提供していく新業態への進化を志向する「生活百貨

店」構築を進めています。 

「生活百貨店」を構築するためには、まず、エリアマーケティングを綿密に行い、店舗の魅力を高め、店主体

運営を強化し、商品の魅力度を高めることであり、これこそが、当社を永続的に成長・発展させる鍵になると考

えます。 

「生活百貨店」として、店舗別にメインターゲット、サブターゲットを明確に設定し、特性の違う各エリアを

熟知し、また、エリアに見合った商品を適宜導入いたします。 

品揃えについては、生活向上品、生活必需品の２層構造とし、そのウェートはあくまで個店のマーケットに応

じてきめ細かく対応させることが大前提です。また、仕入についても商品の特性に合わせ、チェーンオペレー

ションのメリットを活かしつつ、店舗担当者からの現場の声、即ちお客様の声を出来る限り反映させる体制を構

築しているところです。 

今年度の最重点事項として「内実強化」を徹底して実行して行きます。 

具体的には①大型リニューアルや売場の揺さぶり等による既存店の活性化②企業商品の活用や、仕入力向上に

よる商品力の強化③スピードある行動による組織の活性化④適材適所の人材配置⑤コスト競争を意識した経費の

削減であります。 



 

－  － 
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４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の概況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性のある事項には、主として以下のようなものがあります。 

 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成17年２月28日）現在において、当社グルー

プが判断したものであります。なお、以下の記載は、当社グループの事業等においてこれら以外にも様々なリス

クを伴っており、ここに記載されたものがリスクのすべてではありません。 

 

(1）同業他社との競争激化及び消費動向による影響について 

当社グループは、一般消費者を対象とする店舗販売を主とする総合小売業を営んでおり、個人消費の動向、

天候不順により、また、営業基盤とする地域内における業態を超えた店舗間競争の状況により、当社グループ

の経営成績及び財政状態等が影響を受ける可能性があります。 

 

(2）店舗の出店について 

当社グループは、店舗の出店方法を土地又は土地・建物を賃借する方式で出店した時に、敷金・保証金及び

建設協力金として資金の差入れを行なっております。 

差入れした資金の保全対策として、抵当権又は賃借権の設定を行なっておりますが、土地及び建物の所有者

である法人・個人が破綻等の状況に陥り、店舗の継続的使用や債権の回収が困難となった場合には、当社の業

績に影響を及ぼす可能性があります。また、締結している土地及び建物に係る賃貸借契約のうち、当社の事情

により中途解約する場合には、敷金・保証金等の一部を放棄する可能性があります。 

 

(3）法的規制等について 

当社グループは、大規模小売店舗立地法や独占禁止法の他、食品の安全管理、環境・リサイクルなどに関す

る法令等の遵守につとめております。 

これら違反する事由が発生した場合には、企業活動が制限される可能性があります。また、法令上の規制に

対応するため、経営コストが増加する可能性があり、これらの法令等の規制は、当社グループの経営成績及び

財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(4）個人情報の保護について 

当社グループは、個人情報に関する取扱いについて社内管理体制の充実と教育を推進し、その徹底を図って

おりますが、不測の事故又は事件によって個人情報の流出が発生した場合には、損害賠償による費用の発生や

信用の低下による収益の減少などで、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(5）自然災害などについて 

当社グループは、各店舗における販売が主であり、自然災害・事故等により、店舗の営業継続に悪影響を及

ぼす可能性があります。災害や事故等に対しては、緊急時の社内体制の整備や事故防止の教育を行なっており

ますが、大規模な自然災害や事故が発生した場合には、当社グループの営業活動に支障が生じ、経営成績及び

財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(6）資金調達について 

当社グループでは、資金調達方法としてコミットメントライン契約及びシンジケートローン契約を締結して

おりますが、当該契約には財務制限条項が付されており、これらの条項に抵触した場合には期限の利益を失う

可能性及び借入金利負担上昇の可能性があります。 

 

５【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

 

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



 

－  － 
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７【財政状態及び経営成績の分析】 

 

(1）重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成

されております。この連結財務諸表の作成にあたっては、開示に影響を与える見積りに関して、過去の実績や

当該取引の状況に照らして合理的と考えられる見積り及び判断を行ない、その結果を資産・負債の帳簿価額及

び収益・費用の金額に反映して連結財務諸表を作成しておりますが、実際の結果は見積りによる不確実性があ

るため、これらの見積りと異なる場合があります。 

この連結財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針については、第５「経理の状況」１「連結財務諸

表等」(1)「連結財務諸表」「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。 

 

(2）財政状態の分析 

当連結会計年度末の総資産は、908億71百万円となり前連結会計年度末に比べ38億67百万円増加いたしまし

た。 

流動資産は28億33百万円減少し主な増減は、固定資産の取得等による現金及び預金の減少32億67百万円、新

店の商品在庫等によるたな卸資産の増加14億56百万円によるものであります。 

固定資産は67億19百万円増加し主な増加は、賃借していた店舗の取得による24億45百万円、新規出店による

36億79百万円増加したことによるものであります。 

当連結会計年度末の負債は、712億25百万円となり前連結会計年度末に比べ41億90百万円増加いたしました。 

流動負債は17億96百万円減少し主な減少は、短期借入金・１年以内返済予定長期借入金及び１年以内償還予

定社債で17億93百万円減少したことによるものであります。 

固定負債は59億87百万円増加し主な増加は、固定資産の取得による長期借入金で60億16百万円増加したこと

によるものであります。 

当連結会計年度末の資本は、196億46百万円となり前連結会計年度末に比べ3億21百万円減少いたしました。 

主な減少は、当期純損失を計上したことにより利益剰余金4億48百万円減少したことによるものであります。 

 

(3）経営成績の分析 

当連結会計年度の売上高は1,171億78百万円となり、前連結会計年度と比べ44億12百万円減少いたしました。

この減少の要因は、個人消費の伸び悩みに加え、天候不順（猛暑、残暑、台風、地震、異常降雪など）などに

より特に衣料品部門の売上高が前年同期比92.9％となったことによるものであります。 

経常損失は、1億21百万円となり、前連結会計年度16億71百万円減少いたしました。この減少の要因は、売

上の減少による売上総利益が前連結会計年度に比べ16億16百万円減少したことによるものであります。 

債権譲受益で特別利益2億74百万円を計上いたしましたが、平成17年度に閉店予定の東苗穂店にかかる店舗

閉鎖損失を2億22百万円見積計上したことにより、当期純損失2億3百万円の損失となり、前連結会計年度と比

べ14億66百万円減少いたしました。 

 

(4）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社グループの資金状況は、当連結会計年度における現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ32億67

百万円減少し54億26百万円となりました。営業活動のキャッシュ・フローにより２億25百万円増加しましたが、

賃借していた店舗の買取り・新店への投資などにより投資活動のキャッシュ・フローで74億60百万円減少、又

社債の発行・長期借入金の新規借入により財務活動で39億67百万円増加したことによるものであります。 



 

－  － 
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第３【設備の状況】 
 

１【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資額は、64億35百万円であります。主なものは、更生会社株式会社マイカルから買受

けた北見店・伊達店の建物、静内店の土地建物及び紋別店・藻岩店・釧路店の土地の取得による24億45百万円、

岩見沢店の新規出店にともない36億79百万円であります。 

また、次期情報システム、物流再構築、人事及び商品システムのソフトウエアとして15億24百万円の投資を実

施いたしました。 

 

２【主要な設備の状況】 

(1)提出会社 
    平成17年２月28日現在

土地 建物及び付属設備 
事業所名 
（所在地） 面積 

(㎡) 
金額 

（百万円）
面積 
(㎡) 

金額 
（百万円）

構築物 
（百万円）

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

従業員数
（人） 

釧路店 
（北海道釧路町） 

 95,627 
（ 86,114） 

179
66,023 

（66,023）
208 35 29 453 66

千歳店 
（北海道千歳市） 

43,738 
（43,738） 

－
31,606 

（31,606）
375 30 13 419 64

東苗穂店 
（札幌市東区） 

22,167 
（22,167） 

－
30,315 

（30,315）
654 21 15 691 36

永山店 
（北海道旭川市） 

23,203 
（22,112） 

61
45,878 

（45,878）
723 56 17 858 40

余市店 
（北海道余市町） 

29,407 
（29,407） 

－
13,756 

（13,756）
226 9 12 248 35

春光店 
（北海道旭川市） 

24,142 
（1,728） 

2,147 21,555 940 10 13 3,111 39

紋別店 
（北海道紋別市） 

19,627 573 10,707 510 22 15 1,122 48

厚岸店 
（北海道厚岸町） 

9,030 
（1,656） 

204 4,942 406 5 3 620 18

岩内店 
（北海道岩内町） 

5,768 117 2,857 83 3 5 209 8

帯広店 
（北海道帯広市） 

32,768 
（31,815） 

109
67,131 

（67,131）
218 72 24 425 55

藻岩店 
（札幌市南区） 

46,059 
（28,369） 

674 24,611 2,914 123 37 3,750 60

江別店 
（北海道江別市） 

51,204 
（51,204） 

－
46,752 

（46,752）
76 14 8 98 67

伊達店 
（北海道伊達市） 

16,873 
（16,873） 

－ 12,214 739 44 6 790 37

静内店 
（北海道静内町） 

38,871 
（15,448） 

582 12,968 782 138 6 1,510 33

小樽店 
（北海道小樽市） 

－ －
36,877 

（36,877）
84 19 19 123 43

北見店 
（北海道北見市） 

71,373 
（71,373） 

－ 36,581 1,230 193 16 1,440 55

根室店 
（北海道根室市） 

13,208 
（ 6,071） 

301
8,135 

（8,135）
69 8 16 395 22

室蘭店 
（北海道室蘭市） 

22,294 
（9,531） 

597 15,500 726 17 10 1,351 33

登別店 
（北海道登別市） 

38,452 
（31,841） 

175
21,192 

（21,192）
13 12 8 210 39
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土地 建物及び付属設備 
事業所名 
（所在地） 

(面積㎡) 
金額 

（百万円）
(面積㎡) 

金額 
（百万円）

構築物 
（百万円）

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

従業員数
（人） 

西岡店 
（札幌市豊平区） 

22,080 
（22,080） 

－
30,151 

（30,151）
426 4 38 469 40

岩見沢店 
（北海道岩見沢市） 

65,620 
(35,623) 

1,030 27,202 2,395 271 10 3,707 47

本社他 
24,152 

（11,875） 
471

20,138 
（20,138）

67 8 19 567 178

（注）１．各資産の金額は帳簿価額であります。なお（ ）書は内数で賃借面積を示しております。 

２．従業員数には契約社員・パートタイマーを含んでおりません。 

３．リース契約による主な賃借物件は、次のとおりであります。 

     

名称 数量 リース期間 年間リース料 リース契約残高 

店舗内装陳列器具（所有権移転外
ファイナンスリース） 

一式 主に５年 1,649 4,033 

情報関連機器（所有権移転外ファイ
ナンスリース） 

一式 主に５年 363 1,849 

電話交換機他（所有権移転外ファイ
ナンスリース） 

一式 主に５年 79 290 

 

(2）国内子会社 

信託不動産の帳簿価額 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円）

土地 
（百万円）
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円）

従業員数
（人）

(有)ティーウイ
ン 

帯広店 
(北海道帯広
市) 

 信託不動産 4,454 － 4,114 － 8,568 0

 

３【設備の新設、除却等の計画】 

当連結会計年度末日現在における重要な設備の除却等の計画は次のとおりであります。 

重要な設備の除却等 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 所有形態 
期末帳簿価額
（百万円） 

閉店等の予定年月 閉店による売上減少 

㈱ポスフール 
東苗穂店 

（札幌市東区）
店舗の閉鎖 賃借 691 平成17年5月 

平成16年度売上高33億75百万円
閉店後は転貸の予定 

 



 

－  － 
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第４【提出会社の状況】 
 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 80,000,000 

計 80,000,000 

（注）株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式を減ずる旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成17年２月28日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年５月30日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 24,489,016 24,489,016 
東京証券取引所 
（市場第一部） 
札幌証券取引所 

完全議決権株
式であり、権
利内容に何ら
限定のない当
社における標
準となる株式 

計 24,489,016 24,489,016 － － 

 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成12年９月１日 
（注）１ 

279,120 20,489,016 13 2,611 － 2,160 

平成13年12月６日 
（注）２ 

4,000,000 24,489,016 1,488 4,099 1,484 3,644 

 （注）１．株式会社室蘭ファミリーデパート及び株式会社根室ファミリーデパートとの合併による増加であります。 

（合併比率 当社１：株式会社室蘭ファミリーデパート2.1：株式会社根室ファミリーデパート1.5） 

２．第三者割当増資による増加であります。 

発行価格 743円 資本組入額 372円 

割当先 三井物産株式会社、ジャパンストラテジックアイティ１号投資事業組合 

 



 

－  － 
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(4）【所有者別状況】 
      平成17年２月28日現在

株式の状況（１単元の株式数 100株） 

区分 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社
その他の
法人 

外国法人等
外国法人等
のうち個人

個人その他 計 

単元未満
株式の状
況（株） 

株主数（人） － 38 22 150 20 － 2,348 2,578 － 

所有株式数
（単元） 

－ 24,726 662 178,886 1,754 － 38,839 244,867 2,316

所有株式数の
割合（％） 

－ 10.09 0.27 73.06 0.72 － 15.86 100 － 

 （注）１．自己株式490株は、「個人その他」に4単元及び「単元未満株式の状況」に90株を含めて記載しておりま

す。 

２．「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が28単元含まれております。 

 

(5）【大株主の状況】 

  平成17年２月28日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱マイカル 大阪市中央区久太郎町3丁目1-30 5,604 22.89 

三井物産㈱ 東京都千代田区大手町1丁目2番1号 2,100 8.58 

ジャパン ストラテジック 
アイティ１号投資事業組合 

東京都中央区日本橋2丁目7番9号 1,900 7.76 

イオン㈱ 千葉県千葉市美浜区中瀬1丁目5-1 1,741 7.11 

ポケットカード㈱ 東京都港区三田2丁目14-5 1,000 4.08 

㈱ヤマダイ北斗産業 札幌市中央区旭ヶ丘4丁目4-7 679 2.77 

ポスフール取引先持株会 札幌市白石区本通21丁目南1番10号 563 2.30 

大川 祐一 札幌市中央区旭ヶ丘4丁目4-7 450 1.84 

ポスフール従業員持株会 札幌市白石区本通21丁目南1番10号 383 1.57 

日本マスタートラスト信託銀
行㈱ 

東京都港区浜松町2丁目11-3 383 1.56 

計 － 14,805 60.46 

（注）上記日本マスタートラスト信託銀行㈱の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、383千株であります。 



 

－  － 
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(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 平成17年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    400 － 
権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 24,486,300 244,863 同上 

単元未満株式 普通株式   2,316 － 同上 

発行済株式総数 24,489,016 － － 

総株主の議決権 － 244,863 － 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,800株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数28個が含まれております。 

 

②【自己株式等】 

    平成17年２月28日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

㈱ポスフール 
札幌市白石区本通21
丁目南1-10 

400 － 400 0.0

計 － 400 － 400 0.0

 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

 



 

－  － 
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２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

  平成17年5月30日現在

区分 株式の種類 株式数（株） 価額の総額（円）

自己株式取得に係る決議 － － － 

 （注） 当社は、商法第211条ノ３第１項第２号の定めにより取締役会の決議をもって自己株式を取得することが

できる旨を定款に定めております。 

 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

 

３【配当政策】 

当社は各事業年度の業績と将来の事業展開を総合的に勘案し、企業基盤強化のための内部留保にも留意しながら、

株主への継続的な安定した利益還元を経営の重要な基本方針としております。 

内部留保資金につきましては店舗の新設・改装および財務体質の強化に有効に活用していく所存であります。 

なお、当期の業績は、まことに遺憾ながら最終利益を確保することができませんでした。 

このため、平成16年10月7日開催の取締役会では期末配当を1株当たり7円50銭の予定といたしておりましたが、

通期の経営成績を勘案し無配とし、年間配当金は中間配当金の5円のみといたしました。 

なお、第27期の中間配当についての取締役会決議は平成16年10月7日であります。 

 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

回次 第23期 第24期 第25期 第26期 第27期 

決算年月 平成13年２月 平成14年２月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 

最高（円） 1,470 900 840 803 756 

最低（円） 690 500 644 660 588 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

月別 平成16年９月 10月 11月 12月 平成17年１月 ２月 

最高（円） 714 691 671 682 669 624 

最低（円） 657 634 622 594 600 588 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 
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５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（千株） 

代表取締役会
長 

 大川 祐一 昭和８年８月17日生

昭和55年３月 ㈱北峯百貨店代表取締役副

社長就任 

昭和58年11月 ㈱ホクホー代表取締役社長

就任 

当社監査役就任 

平成４年３月 合併により当社代表取締役

副社長就任 

平成６年３月 当社代表取締役社長就任 

平成17年３月 当社代表取締役会長就任 

（現任） 

450

代表取締役社
長 

 須貝 清助 昭和15年６月12日生

昭和55年３月 ㈱北峯百貨店取締役就任 

昭和60年４月 ㈱ホクホー常務取締役就任 

平成４年３月 合併により当社常務取締役

就任 

第二事業部長 

平成７年５月 当社専務取締役就任 

平成９年５月 当社取締役副社長就任 

平成11年５月 当社代表取締役副社長就任 

平成13年４月 当社営業本部本部長 

平成15年２月 当社総務本部本部長 

平成17年３月 当社代表取締役社長就任 

（現任） 

42

取締役 商品部部長 上西 啓一 昭和24年９月４日生

昭和55年３月 ㈱北峯百貨店入社 

昭和61年８月 ㈱ホクホー静内店店長 

平成４年３月 合併により当社衣料服飾部

次長 

平成４年12月 当社商品統括部衣料服飾部

長 

平成９年５月 当社取締役就任（現任） 

平成13年４月 当社営業本部衣料服飾部長 

平成15年２月 当社営業本部店舗運営部部

長 

平成15年11月 当社藻岩店店長 

平成17年１月 当社営業本部商品部部長 

平成17年３月 当社常務執行役員商品部部

長（現任） 

27

取締役 管理部部長 山本 宏之 昭和21年２月６日生

昭和53年11月 当社入社 

昭和63年４月 当社管理部部長 

平成９年５月 当社取締役就任（現任） 

平成13年４月 当社管理本部本部長兼任 

平成15年２月 当社総務本部管理部長 

平成17年３月 当社常務執行役員管理部部

長（現任） 

9



 

－  － 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（千株） 

取締役 人事部部長 神成 秀明 昭和24年８月17日生

昭和55年３月 ㈱北峯百貨店入社 

平成４年３月 合併により当社食品部次長 

平成４年12月 当社食品部長 

平成11年５月 当社取締役就任（現任） 

平成13年４月 当社営業本部食品部長 

平成16年１月 当社営業本部商品部部長 

平成16年９月 当社総務本部人事部部長 

平成17年３月 当社執行役員人事部部長

（現任） 

3

取締役  岡田 元也 昭和26年６月17日生

昭和54年３月 ジャスコ（現イオン）㈱入

社 

平成２年５月 同社取締役就任 

平成４年２月 同社常務取締役就任 

平成７年５月 同社専務取締役就任 

平成９年６月 同社代表取締役社長就任 

平成15年５月 イオン㈱取締役兼代表執行

役社長就任（現任） 

平成16年５月 当社取締役就任（現任） 

－

取締役  植村 忠規 昭和21年５月４日生

昭和44年３月 ㈱シロ（現イオン㈱）入社 

平成２年10月 同社東北事業本部東北第一

事業部長 

平成４年３月 同社住居余暇関連商品本部

副本部長 

平成９年２月 同社ＳＣ開発本部リーシン

グ事業部長 

平成12年２月 同社北海道事業部長 

平成16年２月 同社北日本カンパニー支社

長就任（現任） 

平成16年５月 同社執行役就任（現任） 

平成17年５月 当社取締役就任（現任） 

－



 

－  － 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（千株） 

常勤監査役  藤永 信義 昭和８年５月24日生

昭和27年３月 北海道警察官採用 

平成３年３月 北海道警察北見方面本部長 

平成８年４月 当社防災対策室長 

平成11年５月 北洋警備保障㈱常務取締役 

平成12年５月 当社常勤監査役就任（現

任） 

3

監査役  佐藤 譲治 昭和９年１月28日生

昭和32年４月 北海道銀行㈱入行 

昭和63年６月 同行取締役推進本部長 

平成３年４月 同行常務取締役 

平成４年６月 同行専務取締役 

平成６年６月 同行取締役副頭取 

平成８年10月 同行健康保険組合理事長兼

厚生年金基金理事長 

平成12年５月 当社監査役就任（現任） 

－

監査役  山下 昭典 昭和29年１月１日生 

昭和52年４月 ジャスコ（現イオン）㈱入

社 

平成８年３月 同社財務部次長 

平成10年３月 レッドロブスタージャパン

㈱取締役就任 

平成11年３月 ジャスコ（現イオン）㈱財

務部長 

平成15年５月 同社グループ会社統括担当 

平成16年２月 同社関連企業担当 

平成16年５月 当社監査役就任（現任） 

平成17年５月 イオン㈱常務執行役財経・

関連企業担当就任（現任） 

－

    計 534

（注）１．監査役佐藤譲治及び山下昭典は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に定め

る社外監査役であります。 

２．取締役岡田元也及び植村忠規は、商法第188条第2項第7号ノ2に定める社外取締役であります。 

３．当社では、経営の重要事項の決定機能及び監督機能と業務執行機能を明確にし、コーポレートガバナンス

の強化及び経営の効率化を推進するため、平成17年３月１日より執行役員制度を導入しております。 

 取締役を兼務しない執行役員は次の７名で構成されております。 

 常務執行役員 小樽店店長 二本柳 豊 

 常務執行役員 北見店店長 新居 俊輔 

 常務執行役員 営業部部長 竹越 彰 

 執行役員 総務部部長 田隈 英二 

 執行役員 千歳店店長 小笠原 博 

 執行役員 ＩＴ・ＳＣＭ部部長 坂本 幸男 

 執行役員 経営企画室室長兼開発部部長 佐々木 敏夫 

 

 



 

－  － 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

地域に根ざした小売業として経営目標を実現していくためにはコーポレートガバナンスの充実が、経営上の重要

課題の一つであると認識しております。 

このため、本年3月1日付けにて執行役員制度を導入し、「経営の重要事項の決定機能及び監督機能」としての取

締役会と「業務執行機能」としての経営執行会議を明確にし、コーポレートガバナンスの強化及び経営の効率化を

推進します。 

 

（1）会社機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

当社の取締役７名、うち社外取締役は２名であります。また、当社は監査役制度を採用しており、監査役３

名、うち社外監査役２名であります。監査役は取締役会・経営執行会議などに出席し、会社経営に関する内部

統制の状況、健全経営を視点に助言を行うとともに、積極的に意見を提言しております。 

当社の社外取締役２名及び社外監査役１名は、業務及び資本提携を締結しているイオン株式会社の取締役及

び執行役であります。 

 

(2）リスク管理体制の整備の状況 

当社は企業活動の基本に常にコンプライアンス（法令遵守）を意識するよう全役職員への浸透・定着に向け、

勉強会など適宜開催してまいります。また、企業リスクの未然の防止及び不測の事態への迅速な対応を図る事

を目的として、平成15年6月にリスクマネジメント委員会を発足させると共に、同年11月には公正な取引及び販

売についての推進機関として、リスクマネジメント委員会の下部組織として「取引販売品性向上委員会」を設

け、法令遵守体制の強化を図っています。 

 

(3）役員報酬の内容 

当社において支払った取締役の年間報酬総額は１億82百万円（兼務役員の使用人分を含む）、監査役の年間

報酬総額は15百万円であります。 

 

(4）監査報酬の内容 

当社があずさ監査法人と締結した監査契約に基づく監査証明に係る報酬は15百万円であります。 
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第５【経理の状況】 
 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号）（以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前連結会計年度（平成15年３月１日から平成16年２月29日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（平成16年３月１日から平成17年２月28日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。 

なお、当連結会計年度（平成16年３月１日から平成17年２月28日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項の

ただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）（以

下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 第26期事業年度（平成15年３月１日から平成16年２月29日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第27

期事業年度（平成16年３月１日から平成17年２月28日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成してお

ります。 

なお、第27期事業年度（平成16年３月１日から平成17年２月28日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項の

ただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成15年３月１日から平成16年２月29日

まで）及び当連結会計年度（平成16年３月１日から平成17年２月28日まで）の連結財務諸表並びに第26期事業年

度（平成15年３月１日から平成16年２月29日まで）及び第27期事業年度（平成16年３月１日から平成17年２月28

日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 
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１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成16年２月29日） 
当連結会計年度 

（平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  8,693  5,426

２．受取手形及び売掛金  2,985  3,082

３．たな卸資産  8,549  10,006

４．繰延税金資産  747  375

５．その他 ※1 3,464  2,710

貸倒引当金  △21  △14

流動資産合計  24,419 28.1  21,585 23.8

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産   

(1）建物及び構築物 ※1 24,829 30,920 

減価償却累計額  14,764 10,064 15,918 15,001

(2）土地 ※1 5,056  7,227

(3）建設仮勘定  2,225  277

(4）その他  1,831 1,855 

減価償却累計額  1,466 364 1,508 347

有形固定資産合計  17,711 20.4  22,853 25.1

２．無形固定資産  4,558 5.2  5,989 6.6
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前連結会計年度 

（平成16年２月29日） 
当連結会計年度 

（平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

３．投資その他の資産   

(1）投資有価証券 ※1 616  826

(2）長期貸付金  2,895  2,481

(3）信託建物 ※1 4,830  4,454

(4）信託土地 ※1 4,113  4,114

(5）長期債権 ※4 5,724  5,650

(6）長期差入保証金 ※1.5 20,884  21,105

(7）繰延税金資産  854  1,209

(8）その他  316  548

貸倒引当金  △15  △21

投資その他の資産合計  40,220 46.2  40,367 44.4

固定資産合計  62,489 71.8  69,209 76.1

Ⅲ 繰延資産   

１．社債発行費  94  76

繰延資産合計  94 0.1  76 0.1

資産合計  87,003 100.0  90,871 100.0

   

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．支払手形及び買掛金 ※1 8,002  7,615

２．短期借入金  20,351  16,000

３．１年以内返済予定長期
借入金 

※1 4,609  5,706

４．１年以内償還予定社債  1,480  2,940

５．未払法人税等  0  69

６．賞与引当金  318  283

７．販売促進引当金  127  101

８．店舗閉鎖損失引当金  －  222

９．その他  5,318  5,470

流動負債合計  40,206 46.2  38,409 42.3
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前連結会計年度 

（平成16年２月29日） 
当連結会計年度 

（平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債   

１．社債  6,200  6,150

２．長期借入金 ※1 14,600  20,616

３．退職給付引当金  673  779

４．役員退職引当金  297  264

５．長期預り保証金  4,844  4,694

６．その他  211  310

固定負債合計  26,827 30.8  32,815 36.1

負債合計  67,034 77.0  71,225 78.4

   

（少数株主持分）   

少数株主持分  1 0.0  － －

   

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※2 4,099 4.7  4,099 4.5

Ⅱ 資本剰余金  3,644 4.2  3,644 4.0

Ⅲ 利益剰余金  12,146 14.0  11,698 12.9

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 78 0.1  205 0.2

Ⅴ 自己株式 ※3 △0 △0.0  △0 △0.0

資本合計  19,968 23.0  19,646 21.6

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 87,003 100.0  90,871 100.0
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②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高  121,591 100.0  117,178 100.0

Ⅱ 売上原価  91,684 75.4  88,888 75.9

売上総利益  29,906 24.6  28,289 24.1

Ⅲ 営業収入   

１．賃貸料収入  3,132 3,313 

２．その他営業収入  1,885 5,017 4.1 2,176 5,489 4.7

営業総利益  34,923 28.7  33,779 28.8

Ⅳ 販売費及び一般管理費 ※1 33,157 27.2  33,439 28.5

営業利益  1,766 1.5  339 0.3

Ⅴ 営業外収益   

１．受取利息  193 386 

２．受取配当金  5 10 

３．雑収入  140 339 0.3 171 569 0.5

Ⅵ 営業外費用   

１．支払利息  441 752 

２．雑損失  115 556 0.5 278 1,030 0.9

経常利益又は経常損失
(△) 

 1,549 1.3  △121 △0.1

Ⅶ 特別利益   

１．債権譲受益  － － － 274 274 0.2

Ⅷ 特別損失   

１．店舗閉鎖損失 ※2 － 222 

２．貸倒損失 ※3 3,534 － 

３．固定資産除却損 ※4 488 － 

４．システム再構築に伴う
損失 

 96 10 

５．退職給付会計基準変更
時差異償却額 

 95 95 

６．その他  18 4,234 3.5 27 356 0.3
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前連結会計年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

税金等調整前当期純損
失 

 2,684 △2.2  203 △0.2

法人税、住民税及び事
業税 

 72 69 

法人税等調整額  △1,087 △1,014 △0.8 △68 1 0.0

少数株主利益又は少数
株主損失(△) 

 0 0.0  △1 △0.0

当期純損失  1,669 △1.4  203 △0.2

   

 



 

－  － 

 

(27) ／ 2007/08/07 16:42 (2007/08/07 16:42) ／ 431292_01_060_2k_04201881／第５－１連結財務諸表等／os2ポスフール／有報.doc 

27

③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   3,644  3,644 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   3,644  3,644 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   14,345  12,146 

Ⅱ 利益剰余金減少高      

１．配当金  481  244  

２．役員賞与  37  －  

３．自己株式処分差損  10  －  

４．当期純損失  1,669 2,198 203 448 

Ⅲ 利益剰余金期末残高   12,146  11,698 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

税金等調整前当期純損
失（△） 

 △2,684 △203 

減価償却費  1,281 2,074 

賃借料 ※１ 1,852 389 

退職給付引当金の増加
額 

 115 106 

役員退職引当金の増加
額(△減少額) 

 29 △33 

貸倒引当金の増加額  17 22 

賞与引当金の減少額  △69 △35 

販売促進引当金の増加
額(△減少額) 

 39 △25 

受取利息及び受取配当
金 

 △199 △397 

支払利息  441 752 

社債発行費償却  58 78 

固定資産除却損  197 14 

店舗閉鎖損失  － 222 

貸倒損失  3,534 － 

債権譲受益  － △222 

売上債権の増加額  △494 △116 

たな卸資産の減少額(△
増加額) 

 860 △1,456 

仕入債務の増加額(△減
少額) 

 319 △386 

役員賞与の支払額  △37 － 

その他  △576 △391 

小計  4,686 390 

利息及び配当金の受取
額 

 192 261 

利息の支払額  △354 △803 

法人税等の支払額
(△)・還付額 

 △382 377 

災害保険金の受取額  186 － 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 4,328 225 
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前連結会計年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △1,026 △6,497 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 － 4 

信託不動産の取得によ
る支出 

 △6,929 － 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △736 △1,722 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 － 2 

差入保証金の差入によ
る支出 

 △45 △547 

差入保証金の回収によ
る収入 

 769 520 

貸付けによる支出  △3,606 △2 

貸付金の回収による収
入 

 366 674 

預り保証金の返還によ
る支出 

 △455 △188 

預り保証金の受入によ
る収入 

 136 287 

その他  △3 9 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △11,530 △7,460 
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前連結会計年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

短期借入金純減額  △249 △4,351 

長期借入れによる収入  10,800 13,700 

長期借入金の返済によ
る支出 

 △4,061 △6,486 

社債の発行による収入  4,390 3,039 

社債の償還による支出  △320 △1,690 

配当金の支払額  △481 △244 

少数株主からの出資に
よる収入 

 1 － 

その他  279 △0 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 10,360 3,967 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額（△減少額） 

 3,157 △3,267 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 5,536 8,693 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※２ 8,693 5,426 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．連結の範囲に関する事項 全ての子会社を連結しております。 全ての子会社を連結しております。 

 連結子会社の数 １社 連結子会社の数 １社 

 連結子会社の名称 有限会社 ティー

ウィン 

連結子会社の名称 有限会社 ティー

ウィン 

 なお、有限会社ティーウィンは当連結会

計年度中に新設した連結子会社でありま

す。 

 

２．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち有限会社ティーウィン

の決算日は12月31日であります。連結財

務諸表の作成にあたっては、同決算日現

在の財務諸表を使用しております。ただ

し、１月１日から連結決算日２月29日ま

での間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。 

連結子会社のうち有限会社ティーウィン

の決算日は12月31日であります。連結財

務諸表の作成にあたっては、同決算日現

在の財務諸表を使用しております。ただ

し、１月１日から連結決算日２月28日ま

での間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。 

３．会計処理基準に関する事

項 

  

イ 有価証券 イ 有価証券 (1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 その他有価証券 その他有価証券 

 （イ）時価のあるもの （イ）時価のあるもの 

 決算日の市場価格に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

同 左 

 （ロ）時価のないもの （ロ）時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同 左 

 ロ たな卸資産 ロ たな卸資産 

 （イ）商  品 （イ）商  品 

 売価還元法による原価法 同 左 

 （ロ）貯 蔵 品 （ロ）貯 蔵 品 

 最終仕入原価法 同 左 

イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 (2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 定率法（ただし、建物（建物付属設

備は除く）は定額法）を採用してお

ります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

同 左 

 建物   15～47年 

構築物  10～20年 

器具備品 ５～10年 

 

 ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 

 定額法を採用しております。なお、

ソフトウェア（自社利用）について

は、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用して

おります。 

同 左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

イ 貸倒引当金 イ 貸倒引当金 (3）重要な引当金の計上基

準 一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。 

同 左 

 ロ 賞与引当金 ロ 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、将来の支給見込額の

うち当連結会計年度の負担額を計上

しております。 

同 左 

 ハ 販売促進引当金 ハ 販売促進引当金 

 当社はポスフールカード会員の累積

購買金額に基づき販売促進券（ポス

フールお買物感謝券）を交付してお

ります。 

当該販売促進券の利用による将来の

費用負担に備えるため、当連結会計

年度末における累積購買金額及び利

用実績率に基づき、将来利用される

と見込まれる額を引当計上しており

ます。 

同 左 

 ニ     ――――― ニ 店舗閉鎖損失引当金 

  将来の店舗閉鎖に伴い、発生すると

見込まれる損失額を計上しておりま

す。 

 ホ 退職給付引当金 ホ 退職給付引当金 

 従業員の退職金給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。なお、会計基準

変更時差異（478百万円）について

は、５年による按分額を費用処理し

ております。数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤続期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度より費用処理しておりま

す。 

同 左 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

 ヘ 役員退職引当金 ヘ 役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えて、

内規に基づく当連結会計年度末の要

支給額を計上しております。 

役員の退職慰労金の支出に備えて、

内規に基づく当連結会計年度末の要

支給額を計上しております。 

なお、平成16年４月の取締役会にお

いて役員退職慰労金内規の改訂を行

い、平成16年３月以降の役員退職慰

労金の新規積立を停止することを決

議しました。そのため、平成16年３

月以降の役員退職慰労金の引当計上

は行っておりません。 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同 左 

イ ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 (5）重要なヘッジ会計の方

法 特例処理の要件を満たしている金利

スワップについて、特例処理を採用

しております。 

同 左 

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段・・・金利スワップ取引 ヘッジ手段・・・金利スワップ取引

 ヘッジ対象・・・借入金 ヘッジ対象・・・借入金及び社債 

 ハ ヘッジ方針 ハ ヘッジ方針 

 デリバティブ取引は借入金利等の将

来の金利市場における利率上昇によ

る変動リスク回避を目的としてお

り、投機的な取引は行わない方針で

あります。 

同 左 

消費税の会計処理 消費税の会計処理 (6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 消費税の会計処理は、税抜方式によっ

ております。 

同 左 

４．連結子会社の資産及負債

の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

同 左 

５．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について、連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいて作成しております。

同 左 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以

内に満期日の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない短期的

な投資からなっております。 

同 左 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成16年２月29日） 

当連結会計年度 
（平成17年２月28日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務

は、次のとおりであります。 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務

は、次のとおりであります。 

(1) 担保に供している資産 (1) 担保に供している資産 
 

流動資産「その他」 101百万円

建物及び構築物 4,043 

土   地 2,147 

信託建物 4,830 

信託土地 4,113 

長期差入保証金 1,562 

投資有価証券 1 

計 16,800 
  

 
流動資産「その他」 101百万円

建物及び構築物 6,251 

土   地 3,177 

信託建物 4,454 

信託土地 4,114 

長期差入保証金 1,142 

投資有価証券 2 

計 19,243 
  

(2) 上記に対応する債務 (2) 上記に対応する債務 
 

１年以内返済予定長期借入金 278百万円

長期借入金 7,163 

買掛金 1 

計 7,443 
  

 
１年以内返済予定長期借入金 491百万円

長期借入金 7,233 

買掛金 1 

計 7,725 
  

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ※２．授権株式数及び発行済株式総数 
 

授権株式数    普通株式 80,000,000株

発行済株式総数  普通株式 24,489,016株
  

 
授権株式数    普通株式 80,000,000株

発行済株式総数  普通株式 24,489,016株
  

※３．当社が保有する自己株式の数は、普通株式 410株

であります。 

※３．当社が保有する自己株式の数は、普通株式490株

であります。 

※４．長期債権は、財務諸表等規則第32条第1項第10号

にいう「破産債権、再生債権、更生債権その他これ

らに準ずる債権」であります。このうち主なものは

以下のとおりであります。 

※４．長期債権は、財務諸表等規則第32条第1項第10号

にいう「破産債権、再生債権、更生債権その他これ

らに準ずる債権」であります。このうち主なものは

以下のとおりであります。 
 

主な債権の内容  金額  差入先 

差入保証金  3,681百万円 
株式会社小樽ベイシ
ティ開発 

差入保証金  2,033  東栄株式会社 

  

 

主な債権の内容  金額  差入先 

差入保証金  3,681百万円 
株式会社小樽ベイシ
ティ開発 

差入保証金  1,957  東栄株式会社 

  
株式会社小樽ベイシティ開発 株式会社小樽ベイシティ開発 

 同社は、平成13年10月12日に民事再生手続の開始決定

を受け、平成14年７月３日に別除権付き債権の取扱いを

除き、同社の再生計画が確定しました。当該計画によれ

ば、当社の差入保証金は、同社所有の土地と建物に抵当

権を付しているため、別除権付き債権と定められていま

す。今後同社と保証金等の取扱を決定することになりま

す。 

同  左 
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前連結会計年度 
（平成16年２月29日） 

当連結会計年度 
（平成17年２月28日） 

東栄株式会社 東栄株式会社 

 同社は、平成15年２月６日に民事再生手続の開始決定

を受け、平成15年11月26日に再生計画案が認可決定を受

けました。当社は同社に対し、店舗の賃借に伴う保証金

を差入れておりますが、賃借物件の土地・建物に差入保

証金と同額の抵当権を設定しております。 

 なお、同社の民事再生手続申立て後、当社の支払賃料

を差入保証金と相殺しております。 

 

同  左 

株式会社マイカル（旧株式会社コスモ二一及び旧株式会

社ハートリアルエステート） 

 同社は、平成13年12月31日に会社更生手続の開始決定

を受け、平成15年９月30日の関係人集会において、更生

計画案が可決され、旧株式会社コスモ二一及び旧株式会

社ハートリアルエステートは、同社に吸収合併されまし

た。 

 平成16年３月31日に、同社管財人と下記のように合意

しました。 

 当社の差入保証金・敷金のうち、信託された店舗資産

に対するものは、同資産を管理する信託会社との協議に

より、当社が保証金返還請求権を譲り受けることになり

ました（参照 ４．経営上の重要な契約等）。また、同

社が所有する店舗資産に対するものは、当社が当該店舗

資産を買取ることになり、差入れていた保証金・敷金の

一部を取得資産の対価に充当することになりました。 

 上記合意による取得価格等と、差入保証金・敷金との

差額は、特別損失（貸倒損失）に計上しております。 

 上記記載の差入保証金のうち株式会社マイカルに対す

るもの以外については、別除権協定の内容、各社の民事

再生手続等の今後の進展及び資産の買取交渉次第ではあ

りますが、その一部が返済されない可能性があります。

上記記載の差入保証金については、別除権協定の内

容、各社の民事再生手続等の今後の進展及び資産の買取

交渉次第ではありますが、その一部が返済されない可能

性があります。 

※５．長期差入保証金には、連結貸借対照表注記４．に

記載されている会社に対する敷金が、下記のとおり

含まれております。 

※５．長期差入保証金には、連結貸借対照表注記４．に

記載されている会社に対する敷金が、下記のとおり

含まれております。 
 

株式会社小樽ベイシティ開発 2,454百万円

東栄株式会社 1,134 
  

 
株式会社小樽ベイシティ開発 2,454百万円

東栄株式会社 1,134 
  

各社の民事再生手続等の結果次第では、その一部が返済

されない可能性があります。 

各社の民事再生手続等の結果次第では、その一部が返済

されない可能性があります。 
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（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額

は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額

は次のとおりであります。 
 

従業員給与手当 9,999百万円

賃借料 7,446 

広告宣伝費 2,153 

照明冷暖房費 1,802 

販売手数料 1,435 

賞与引当金繰入額 318 

退職給付費用 195 

役員退職引当金繰入額 29 

貸倒引当金繰入額 17 
  

 
従業員給与手当 9,901百万円

賃借料 6,663 

広告宣伝費 2,234 

照明冷暖房費 1,883 

販売手数料 1,113 

賞与引当金繰入額 283 

退職給付費用 181 

貸倒引当金繰入額 17 

  
  

※２．        ───── ※２．東苗穂店の閉店（平成17年5月予定）に伴い発生

すると見込まれる損失額を計上しております。 

※３．株式会社マイカル（旧株式会社コスモ二一及び旧

株式会社ハートリアルエステート）が所有する土地

と建物を当社が買取る際、差入れていた差入保証

金・敷金との差額であります（参照 連結貸借対照

表注記４）。 

※３．        ───── 

※４．固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※４．        ───── 

 
建物 120百万円

構築物 7 

器具備品 19 

無形固定資産 50 

撤去費等 291 

計 488 
  

 
 

  

  

  

  

  
  

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

※１．差入保証金と相殺した賃借料であります。 ※１．差入保証金と相殺した賃借料であります。 

※２．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※２．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年２月29日現在） （平成17年２月28日現在）
 

現金及び預金勘定 8,693百万円

現金及び現金同等物 8,693 
  

 
現金及び預金勘定 5,426百万円

現金及び現金同等物 5,426 
  

 



 

－  － 
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（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

器具備品 9,751 5,131 4,619

その他 35 13 21

合計 9,786 5,145 4,640

  

 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

器具備品 11,005 5,223 5,782

その他 31 19 12

合計 11,037 5,242 5,795

  
（2）未経過リース料期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 1,793百万円

１年超 2,989 

合計 4,782 
  

 
１年内 2,181百万円

１年超 3,733 

合計 5,915 
  

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
 

支払リース料 2,003 

減価償却費相当額 1,802 

支払利息相当額 193 
  

 
支払リース料 2,092 

減価償却費相当額 1,890 

支払利息相当額 182 
  

（4）減価償却費相当額の算定方法 （4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額については、

リース契約上に残価保証の取り決めがある場合は当

該残価保証額、それ以外は零とする定額法によって

おります。 

同 左 

（5）利息相当額の算定方法 （5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同 左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 
 

１年内 143百万円

１年超 976 

合計 1,120 
  

 
１年内 1,487百万円

１年超 12,084 

合計 13,571 
  

 



 

－  － 
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（有価証券関係） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

前連結会計年度（平成16年２月29日現在） 当連結会計年度（平成17年２月28日現在） 

 種類 
取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1）株式 357 491 134 357 703 346

(2）債券  

国債・地方
債等 

－ － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
るもの 

小計 357 491 134 357 703 346

(1）株式 6 4 △1 6 4 △1

(2）債券  

国債・地方
債等 

－ － － － － －

社債 － － － － － －

その他 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
ないもの 

小計 6 4 △1 6 4 △1

合計 363 496 132 363 708 344

 

２ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

前連結会計年度 
(自平成15年３月１日 至平成16年２月29日) 

当連結会計年度 
(自平成16年３月１日 至平成17年２月28日) 

売却額（百万円） 
売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円） 

売却損の合計額
（百万円） 

－ － － 2 － －

 

３ 時価評価されていない有価証券の内容 

前連結会計年度 
（平成16年２月29日現在） 

当連結会計年度 
（平成17年２月28日現在） 

種類 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を
除く） 

120 117 

 （注） 前連結会計年度及び当連結会計年度において減損処理の対象となるものはありません。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処

理を行い30～50％程度下落した場合は、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額

について減損処理を行っております。 



 

－  － 
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（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

(1)取引の内容 (1）取引の内容 

金利スワップ取引を利用しております。 同 左 

(2）取引に対する取組方針 (2）取引に対する取組方針 

将来の金利の変動によるリスク回避を目的として

おり、投機的な取引は行わない方針であります。

同 左 

(3）取引の利用目的 (3）取引の利用目的 

借入金利等の将来の金利市場における利率上昇に

よる変動リスクを回避する目的でデリバティブ取

引を利用しております。 

なお、デリバティブ取引は、連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項の重要なヘッジ会計

の方法にしたがって処理しております。 

同 左 

(4）取引に係るリスクの内容 (4）取引に係るリスクの内容 

金利スワップ取引は市場の変動によるリスクを有

しておりますが、このリスクは借入金の有する金

利変動リスクと相殺されるものであります。 

なお、取引の契約先は、信用度の高い国内の金融

機関であり、相手先の契約不履行によるリスクは

ほとんどないと判断しております。 

同 左 

(5）取引に係るリスク管理体制 (5）取引に係るリスク管理体制 

デリバティブ取引については、取締役会で承認さ

れ、取引の実行及び管理は管理部が行っておりま

す。 

同 左 

 

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成16年２月29日現在） 

当社のデリバティブ取引は、全てヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

 

当連結会計年度（平成17年２月28日現在） 

当社のデリバティブ取引は、全てヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

 



 

－  － 
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（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を採用しております。 

２ 退職給付債務及びその内訳 

 
前連結会計年度 

（平成16年２月29日） 
当連結会計年度 

（平成17年２月28日） 

（1）退職給付債務（百万円） △2,042 △1,979

（2）年金資産（百万円） 926 1,007

（3）未積立退職給付債務（1）＋（2）
（百万円） 

△1,115 △971

（4）会計基準変更時差異の未処理額 
（百万円） 

191 95

（5）未認識数理計算上の差異（百万円） 251 96

（6）退職給付引当金（3）＋（4）＋
（5）（百万円） 

△673 △779

 

３ 退職給付費用の内訳 

 
前連結会計年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

(1）勤務費用（百万円） 139 148

(2）利息費用（百万円） 54 40

(3）期待運用収益（減算） 
（百万円） 

△32 △38

(4）会計基準変更時差異の費用処理額
（百万円） 

95 95

(5）数理計算上の差異の費用処理額 
（百万円） 

34 31

(6）退職給付費用（1）＋（2）＋（3）＋
（4）＋（5）（百万円） 

291 277

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

（平成16年２月29日） 
当連結会計年度 

（平成17年２月28日） 

(1）割引率（％） 2.0 2.0 

(2）期待運用収益率（％） 4.2 4.2 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4）数理計算上の差異の処理年数（年） 10年 10年 

(5）会計基準変更時差異の処理年数
（年） 

5年 5年 

 （注） 数理計算上の差異の処理年数については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による定額法により、按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しており

ます。 

 



 

－  － 
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（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成16年２月29日） 

当連結会計年度 
（平成17年２月28日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

（1）流動資産 （1）流動資産 
 

繰延税金資産 

 税務上の繰越欠損金 536百万円

 賞与引当金限度超過額 110 

 販売促進引当金否認額 53 

 その他 96 

 繰延税金資産合計 796 

繰延税金負債  

 未収事業税 36 

 決算期の異なる子会社の税額調整 13 

 繰延税金負債合計 49 

 繰延税金資産の純額 747 
  

 
繰延税金資産 

 賞与引当金限度超過額 114百万円

 店舗閉鎖損失引当金 90 

 販売促進引当金否認額 41 

 決算期の異なる子会社の税額調

整 
25 

 その他 103 

 繰延税金資産合計 375 
  

（2）固定資産 （2）固定資産 
 

繰延税金資産 

 税務上の繰越欠損金 522百万円

 退職給付引当金限度超過額 227 

 役員退職引当金否認額 120 

 賃借料否認額 85 

 その他 25 

 繰延税金資産合計 981 

繰延税金負債  

 固定資産圧縮積立金 74 

 その他 53 

 繰延税金負債合計 127 

 繰延税金資産の純額 854 
  

 
繰延税金資産 

 税務上の繰越欠損金 919百万円

 退職給付引当金限度超過額 289 

 役員退職引当金否認額 106 

 賃借料否認額 85 

 その他 21 

 繰延税金資産合計 1,422 

繰延税金負債  

 固定資産圧縮積立金 74 

 その他 139 

 繰延税金負債合計 213 

 繰延税金資産の純額 1,209 
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

当連結会計年度において税金等調整前当期純損失が計

上されているため、記載省略しております。 

当連結会計年度において税金等調整前当期純損失が計

上されているため、記載省略しております。 

 



－  － 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成15年３月１日 至平成16年２月29日） 

すべて総合小売事業を営んでいる単一セグメントであるため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日） 

すべて総合小売事業を営んでいる単一セグメントであるため、該当事項はありません。 

 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成15年３月１日 至平成16年２月29日） 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日） 

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成15年３月１日 至平成16年２月29日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

【関連当事者との取引】 

本項目に記載の取引金額には、消費税は含まれておらず、期末残高には消費税は含まれております。 

前連結会計年度（自平成15年３月１日 至平成16年２月29日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等の
名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％） 

役員
の兼
任等 

事業
上の
関係 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員の近親者
が議決権の過
半数を所有し
ている会社 

㈱ヤマダ
イ北斗産
業 

札幌市
中央区 

10 
不動産賃
貸業 

（被所有）
直接 2.8

－
店舗
の賃
借 

店舗の賃借 174 

差入保
証金 
前払費
用 

1,356

15

 （注）１．当社代表取締役社長大川祐一の近親者が100％直接所有しております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

賃借料は、不動産鑑定士の意見書及び近隣相場を参考に交渉のうえ決定しております。 

 

当連結会計年度（自平成16年３月１日 至平成17年２月28日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等の
名称 

住所 

資本金
又は出
資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％） 

役員
の兼
任等 

事業
上の
関係 

取引の内容
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)

役員の近親者
が議決権の過
半数を所有し
ている会社 

㈱ヤマダ
イ北斗産
業 

札幌市
中央区 

10 
不動産賃
貸業 

（被所有）
直接 2.8

－
店舗
の賃
借 

店舗の賃借 174 

差入保
証金 
前払費
用 

1,253

15

 （注）１．当社代表取締役社長大川祐一（平成17年３月1日に当社代表取締役会長に就任）の近親者が100％直接所

有しております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

賃借料は、不動産鑑定士の意見書及び近隣相場を参考に交渉のうえ決定しております。 
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（１株当たり情報） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１株当たり純資産額 815円41銭 802円29銭 

１株当たり当期純損失 69円09銭 8円29銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、１株当たり当期

純損失が計上されており、また、潜

在株式が存在しないため、記載して

おりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、１株当たり当期

純損失が計上されており、また、潜

在株式が存在しないため、記載して

おりません。 

 （注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当期純損失（百万円） 1,669 203 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純損失（百万円） 1,669 203 

期中平均株式数（千株） 24,163 24,488 

 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

固定資産の取得について 

当社は、更生会社株式会社マイカルとの債権・債務お

よび権利関係の精算について基本的に合意に達したこ

とにより、平成16年3月30日、同社所有の下記の固定

資産の売買契約を締結いたしました。 

買受金額          4,040百万円 

資産の内容 

北見店 店舗建物 

静内店 店舗建物・店舗土地・駐車場土地

伊達店 店舗建物 

藻岩店 駐車場土地 

釧路店 駐車場土地 

紋別店 駐車場土地 

───── 
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⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％) 担保 償還期限 

株式会社ポスフール 第１回無担保社債 平成15年2月25日
500
(－)

500
(500)

0.40000 なし 平成18年2月24日

株式会社ポスフール 第２回無担保社債 平成15年2月25日
500
(－)

500
(－)

0.56000 なし 平成20年2月25日

株式会社ポスフール 第３回無担保社債 平成15年2月25日
680
(320)

360
(360)

0.26000 なし 平成18年2月24日

株式会社ポスフール 第４回無担保社債 平成15年2月27日
1,500
(500)

1,000
(500)

0.97500 なし 平成19年2月27日

株式会社ポスフール 第５回無担保社債 平成15年9月30日
1,500
(－)

1,500
(500)

1.03000 なし 平成19年9月28日

株式会社ポスフール 第６回無担保社債 平成15年12月19日
500
(160)

340
(160)

0.36000 なし 平成18年12月19日

株式会社ポスフール 第７回無担保社債 平成15年12月26日
1,500
(300)

1,200
(300)

0.20750 なし 平成20年12月26日

株式会社ポスフール 第８回無担保社債 平成15年12月30日
1,000
(200)

800
(200)

0.69000 なし 平成20年12月30日

株式会社ポスフール 第９回無担保社債 平成16年3月10日
－

(－)
450
(100)

0.19920 なし 平成21年3月10日

株式会社ポスフール 第10回無担保社債 平成16年5月31日
－

(－)
450
(100)

0.71000 なし 平成21年5月29日

株式会社ポスフール 第11回無担保社債 平成16年8月13日
－

(－)
1,000
(－)

1.04000 なし 平成19年8月13日

株式会社ポスフール 第12回無担保社債 平成16年8月31日
－

(－)
990
(220)

0.15000 なし 平成21年8月31日

合計 － － 
7,680

(1,480)
9,090

(2,940)
－ － － 

 （注）１．（ ）内書きは、１年以内の償還予定額であります。 

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

１年以内（百万円） 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

2,940 2,100 2,920 920 210 
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【借入金等明細表】 

区分 
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 20,351 16,000 0.8 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 4,609 5,706 2.2 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 14,600 20,616 2.2 平成18年～平成27年

その他の有利子負債 － － － － 

合計 39,560 42,323 1.7 － 

 （注）１．平均利率は、期中平均利率を使用して算定しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下の

とおりであります。 

 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 6,134 4,149 8,062 1,138 

 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 
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２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成16年２月29日） 
当事業年度 

（平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  8,020  4,647

２．受取手形  43  29

３．売掛金  2,942  3,052

４．商品  8,540  9,996

５．貯蔵品  9  9

６．前渡金  －  32

７．前払費用  511  722

８．繰延税金資産  760  349

９．未収入金  907  938

10．未収還付法人税等  377  －

11．１年以内返還予定長期
差入保証金 

※1 793  508

12．その他  803  432

貸倒引当金  △21  △14

流動資産合計  23,688 29.5  20,705 24.2
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前事業年度 

（平成16年２月29日） 
当事業年度 

（平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(1）建物 ※1 22,990 28,341 

減価償却累計額  13,477 9,512 14,465 13,876

(2）構築物  1,839 2,578 

減価償却累計額  1,287 552 1,453 1,125

(3）器具備品  1,831 1,855 

減価償却累計額  1,466 364 1,508 347

(4）土地 ※1 5,056  7,227

(5）建設仮勘定  2,225  277

有形固定資産合計  17,711 22.1  22,853 26.8

２ 無形固定資産   

(1）借地権  1,589  1,814

(2）借家権  1,344  1,281

(3）施設利用権  114  182

(4）ソフトウェア  501  1,698

(5）その他  1,008  1,012

無形固定資産合計  4,558 5.7  5,989 7.0
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前事業年度 

（平成16年２月29日） 
当事業年度 

（平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

３ 投資その他の資産   

(1）投資有価証券 
※1・
6 

616  826

(2）出資金  41  41

(3）関係会社出資金 ※1 3,014  3,002

(4）長期貸付金  739  2,480

(5）関係会社長期貸付金  －  1,052

(6）従業員長期貸付金  5  0

(7）長期前払費用  124  376

(8）繰延税金資産  854  1,209

(9）長期債権 ※4 5,724  5,650

(10）長期差入保証金 
※1・
5 

23,020  21,105

(11）その他  83  71

貸倒引当金  △15  △21

投資その他の資産合計  34,209 42.6  35,796 41.9

固定資産合計  56,478 70.4  64,638 75.7

Ⅲ 繰延資産   

社債発行費  94  76

繰延資産合計  94 0.1  76 0.1

資産合計  80,261 100.0  85,421 100.0
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前事業年度 

（平成16年２月29日） 
当事業年度 

（平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．支払手形  201  162

２．買掛金 ※1 7,801  7,453

３．短期借入金  20,351  16,000

４．１年以内返済予定長期
借入金 

※1 4,411  5,508

５．１年以内償還予定社債  1,480  2,940

６．未払金  1,198  1,296

７．未払消費税  229  90

８．未払費用  538  536

９．未払法人税等  －  69

10．前受金  118  144

11．預り金  870  645

12．賞与引当金  318  283

13．販売促進引当金  127  101

14．店舗閉鎖損失引当金  －  222

15．設備関係支払手形  2,160  2,201

16．その他  80  315

流動負債合計  39,886 49.7  37,972 44.5

Ⅱ 固定負債   

１．社債  6,200  6,150

２．長期借入金 ※1 8,198  15,614

３．退職給付引当金  673  779

４．役員退職引当金  297  264

５．長期預り保証金  4,844  4,694

６．その他  211  211

固定負債合計  20,425 25.4  27,713 32.4

負債合計  60,312 75.1  65,685 76.9
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前事業年度 

（平成16年２月29日） 
当事業年度 

（平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※2 4,099 5.1  4,099 4.8

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金  3,644 3,644 

資本剰余金合計  3,644 4.6  3,644 4.3

Ⅲ 利益剰余金   

１ 利益準備金  358 358 

２ 任意積立金   

(1）固定資産圧縮積立金  106 106 

(2）別途積立金  13,300 11,300 

３ 当期未処分利益又は当
期未処理損失（△） 

 △1,638 21 

利益剰余金合計  12,127 15.1  11,787 13.8

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

※6 78 0.1  205 0.2

Ⅴ 自己株式 ※3 △0 △0.0  △0 △0.0

資本合計  19,949 24.9  19,735 23.1

負債資本合計  80,261 100.0  85,421 100.0
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②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※1 121,591 100.0  117,178 100.0

Ⅱ 売上原価 ※1  

１．期首商品たな卸高  9,400 8,540 

２．当期商品仕入高  91,001 90,401 

合計  100,401 98,941 

３．他勘定振替高 ※2 176 56 

４．期末商品たな卸高  8,540 91,684 75.4 9,996 88,888 75.9

売上総利益 ※1 29,906 24.6  28,289 24.1

Ⅲ 営業収入   

１．賃貸料収入  3,132 3,313 

２．その他営業収入  1,885 5,017 4.1 2,176 5,489 4.7

営業総利益  34,923 28.7  33,779 28.8

Ⅳ 販売費及び一般管理費   

１．広告宣伝費  2,153 2,234 

２．販売手数料  1,435 1,113 

３．荷造運送費  1,511 1,792 

４．貸倒引当金繰入額  17 17 

５．給料手当  4,313 4,025 

６．雑給  5,685 5,876 

７．従業員賞与  505 571 

８．賞与引当金繰入額  318 283 

９．法定福利・厚生費  1,361 1,269 

10．退職給付費用  195 181 

11．役員退職引当金繰入額  29 － 

12．修繕・保安衛生費  2,037 2,011 

13．照明冷暖房費  1,802 1,883 

14．賃借料  7,691 7,479 

15．減価償却費  1,159 1,697 

16．その他  3,057 33,275 27.3 3,305 33,743 28.8

営業利益  1,648 1.4  35 0.0
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前事業年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅴ 営業外収益   

１．受取利息  193 396 

２．受取配当金  5 10 

３．匿名組合出資利益 ※3 － 202 

４．テナント退店解約金  24 45 

５．遅延損害利息  23 － 

６．雑収入  105 353 0.3 73 728 0.6

Ⅵ 営業外費用   

１．支払利息  339 466 

２．社債利息  30 60 

３．社債発行費償却  58 78 

４．雑損失  55 483 0.4 132 737 0.6

経常利益  1,517 1.3  26 0.0

Ⅶ 特別利益   

１．債権譲受益  － － － 274 274 0.2

Ⅷ 特別損失   

１．退職給付会計基準変更
時差異償却額 

 95 95 

２．貸倒損失 ※5 3,534 － 

３．システム再構築に伴う
損失 

 96 10 

４．店舗閉鎖損失 ※4 － 222 

５．固定資産除却損 ※6 488 － 

６．その他  18 4,234 3.5 27 356 0.3

税引前当期純損失  2,716 △2.2  55 △0.1

法人税、住民税及び事
業税 

 72 69 

法人税等調整額  △1,100 △1,028 △0.8 △29 39 0.0

当期純損失  1,688 △1.4  95 △0.1

前期繰越利益  300  239

自己株式処分差損  10  －

中間配当額  240  122

当期未処分利益又は当
期未処理損失（△） 

 △1,638  21
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③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 

株主総会承認日 
（平成16年５月21日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年５月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益又は当期
未処理損失（△） 

  △1,638  21 

Ⅱ 任意積立金取崩高      

１．別途積立金取崩額  2,000 2,000 － － 

合計   361  21 

      

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  122 122 － － 

Ⅳ 次期繰越利益   239  21 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

その他有価証券 その他有価証券 １．有価証券の評価基

準及び評価方法 （1）時価のあるもの （1）時価のあるもの 

 決算日の市場価格に基づく

時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により

算定） 

同   左 

 

 

 

 （2）時価のないもの （2）時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同   左 

（1）商品 （1）商品 ２．たな卸資産の評価

基準及び評価方法 売価還元法による原価法 同   左 

 （2）貯蔵品 （2）貯蔵品 

 最終仕入原価法 同   左 

（1）有形固定資産 （1）有形固定資産 ３．固定資産の減価

償却の方法 定率法（ただし、建物（建

物付属設備は除く）は定額

法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

同   左 

 建物   15～47年 

構築物  10～20年 

器具備品 ５～10年 

 

 （2）無形固定資産 （2）無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。なお、ソフトウェア

（自社利用）については、

社内における見込利用期間

（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

同   左 

社債発行費 社債発行費 ４．繰延資産の処理

方法 商法施行規則の規定により

３年間で毎期均等額を償却

しております。 

同   左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

５．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 （1）貸倒引当金 

 一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上して

おります。 

同    左 

 （2）賞与引当金 （2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、将

来の支給見込額のうち当期

の負担額を計上しておりま

す。 

同    左 

 

 

 （3）販売促進引当金 （3）販売促進引当金 

 当社はポスフールカード会

員の累積購買金額に基づき

販売促進券（ポスフールお

買物感謝券）を交付してお

ります。 

当該販売促進券の利用によ

る将来の費用負担に備える

ため、当事業年度末におけ

る累積購買金額及び利用実

績率に基づき、将来利用さ

れると見込まれる額を引当

計上しております。 

同    左 

 （4）   ───── （4）店舗閉鎖損失引当金 

  

 

 

将来の店舗閉鎖に伴い、発生す

ると見込まれる損失額を計上し

ております。 
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項目 
前事業年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

 （5）退職給付引当金 （5）退職給付引当金 

 従業員の退職金給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上

しております。 

なお、会計基準変更時差異

（478百万円）については、

５年により按分額を費用処

理しております。数理計算

上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額

法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度より

費用処理しております。 

同    左 

 （6）役員退職引当金 （6）役員退職引当金 

 役員の退職慰労金の支出に

備えて、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

なお、平成16年４月の取締役会

において役員退職慰労金内規の

改訂を行い、平成16年３月以降

の役員退職慰労金の新規積立を

停止することを決議しました。

そのため、平成16年３月以降の

役員退職慰労金の引当計上は行

なっておりません。 
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項目 
前事業年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

６．リース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同   左 

７．ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たして

いる金利スワップについ

て、特例処理を採用してお

ります。 

同    左 

 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 ヘッジ手段 

 金利スワップ取引 金利スワップ取引 

 ヘッジ対象 ヘッジ対象 

 借入金 借入金及び社債 

 （3）ヘッジ方針 （3）ヘッジ方針 

 デリバティブ取引は借入金

利等の将来の金利市場にお

ける利率上昇による変動リ

スク回避を目的としてお

り、投機的な取引は行わな

い方針であります。 

同    左 

（1）消費税の会計処理 （1）消費税の会計処理 

消費税の会計処理は、税抜方

式によっております。 

同   左 

８．その他財務諸表

作成のための基

本となる重要な

事項 （2）自己株式及び法定準備金の取崩に

関する会計基準 

（2）   ───── 

 当事業年度より、「自己株式及び

法定準備金の取崩等に関する会計

基準」（企業会計基準第１号）を

適用しております。これによる当

事業年度の損益に与える影響は軽

微であります。なお、財務諸表等

規則の改正に伴い、当事業年度に

おける貸借対照表の資本の部につ

いては、改正後の財務諸表等規則

により作成しております。 
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表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

前期において投資その他の資産の「その他」に含めて表

示していた「長期前払費用」は、金額的重要性が増した

ため、当期より区分掲記しております。なお、前期の

「長期前払費用」の金額は26百万円であります。 

───── 

前期において販売費及び一般管理費の「その他」に含め

て表示していた「販売手数料」は、金額的重要性が増し

たため、当期より区分掲記しております。なお、前期の

「販売手数料」の金額は765百万円であります。 

───── 

前期において営業外費用の「支払利息」に含めて表示し

ていた「社債利息」は、金額的重要性が増したため、当

期より区分掲記しております。なお、前期の「社債利

息」の金額は０百万円であります。 

───── 

前期において営業外費用の「雑損失」に含めて表示して

いた「社債発行費償却」は、営業外費用総額の100分の

10を超えたため、当期より区分掲記しております。な

お、前期の「社債利息」の金額は21百万円であります。

───── 

───── 前期において営業外収益の「雑収入」に含めて表示して

いた「匿名組合出資利益」は、営業外収益総額の100分

の10を超えたため、当期より区分掲記しております。な

お、前期の「匿名組合出資利益」の金額は13百万円であ

ります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年２月29日） 

当事業年度 
（平成17年２月28日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務

は、次のとおりであります。 

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務

は、次のとおりであります。 

（1）担保に供している資産 （1）担保に供している資産 

１年以内返還予定長期差入保証金 101百万円 

建物             4,043 

土地             2,147 

長期差入保証金        1,562 

投資有価証券           1 

関係会社出資金          1 

───────────────────── 

計         7,858 

１年以内返還予定長期差入保証金  101百万円 

建物              6,251 

土地              3,177 

長期差入保証金         1,142 

投資有価証券            2 

関係会社出資金           1 

───────────────────── 

計         10,676 

（2）上記に対応する債務 （2）上記に対応する債務 

１年以内返済予定長期借入金    80百万円 

長期借入金           761 

買掛金              1 

───────────────────── 

計          843 

１年以内返済予定長期借入金    293百万円 

長期借入金           2,230 

買掛金               1 

───────────────────── 

計          2,525 
 
※２．授権株式数及び発行済株式総数 

 
※２．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式  80,000,000株 授権株式数   普通株式  80,000,000株 

株式の消却が行われた場合には、これに相当す

る株式数を減ずる旨定款で定めております。 

株式の消却が行われた場合には、これに相当す

る株式数を減ずる旨定款で定めております。 

発行済株式総数 普通株式  24,489,016株 発行済株式総数 普通株式  24,489,016株 

※３．自己株式 ※３．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式410株で

あります。 

 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式490株で

あります。 
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前事業年度 
（平成16年２月29日） 

当事業年度 
（平成17年２月28日） 

※４．長期債権は、財務諸表等規則第32条第１項第10号

にいう「破産債権、再生債権、更生債権その他こ

れらに準ずる債権」であります。このうち主なも

のは以下のとおりであります。 

※４．長期債権は、財務諸表等規則第32条第１項第10号

にいう「破産債権、再生債権、更生債権その他こ

れらに準ずる債権」であります。このうち主なも

のは以下のとおりであります。 
 
主な債権の内容  金  額  差 入 先 

差入保証金  3,681百万円 ㈱小樽ベイシティ開発 

差入保証金  2,033百万円 東栄㈱ 
  

 
主な債権の内容 金  額  差 入 先 

差入保証金 3,681百万円 ㈱小樽ベイシティ開発 

差入保証金 1,957百万円 東栄㈱ 
  

株式会社小樽ベイシティ開発 株式会社小樽ベイシティ開発 

同社は、平成13年10月12日に民事再生手続の開始決

定を受け、平成14年７月３日に別除権付債権の取扱い

を除き、同社の再生計画が確定しました。当該計画に

よれば、当社の差入保証金は、同社所有の土地と建物

に抵当権を付しているため、別除権付債権と定められ

ています。今後同社と保証金等の取扱を決定すること

になります。 

同   左 

東栄株式会社 東栄株式会社 

同社は、平成15年２月６日に民事再生手続の開始決

定を受け、平成15年11月26日に再生計画案が認可決定

を受けました。 

当社は同社に対し、店舗の賃借に伴う保証金を差入

れておりますが、賃借物件の土地・建物に差入保証金

と同額の抵当権を設定しております。 

なお、同社の民事再生手続申立て後、当社の支払賃

料を差入保証金と相殺しております。 

同   左 
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前事業年度 
（平成16年２月29日） 

当事業年度 
（平成17年２月28日） 

株式会社マイカル（旧株式会社コスモ二一及び旧株式会

社ハートリアルエステート） 

 

同社は、平成13年12月31日に会社更生手続の開始決

定を受け、平成15年９月30日の関係人集会において、

更生計画案が可決され、旧株式会社コスモ二一及び旧

株式会社ハートリアルエステートは、同社に吸収合併

されました。 

平成16年３月31日に、同社管財人と下記のように合

意しました。 

当社の差入保証金・敷金のうち、信託された店舗資

産に対するものは、同資産を管理する信託会社との協

議により当社が保証金返還請求権を譲り受けることに

なりました（参照 第２ 事業の状況 ４．経営上の

重要な契約等）。また、同社が所有する店舗資産に対

するものは、当社が当該店舗資産を買取ることにな

り、差入ていた保証金・敷金の一部を取得資産の対価

に充当することになりました。 

上記合意による取得価額等と差入保証金・敷金との

差額は、特別損失（貸倒損失）に計上しております。

 

上記記載の差入保証金のうち株式会社マイカルに対する

もの以外については、別除権協定の内容、各社の民事再

生手続等の今後の進展及び資産の買取交渉次第ではあり

ますが、その一部が返済されない可能性があります。 

上記記載の差入保証金については、別除権協定の内容、

各社の民事再生手続等の今後の進展及び資産の買取交渉

次第ではありますが、その一部が返済されない可能性が

あります。 

※５．貸借対照表注記４．に記載されている会社に対す

る敷金が、下記のとおり含まれております。 

※５．貸借対照表注記４．に記載されている会社に対す

る敷金が、下記のとおり含まれております。 

株式会社小樽ベイシティ開発    2,454百万円

東栄株式会社           1,134 

各社の民事再生手続等の結果次第では、その一部

が返済されない可能性があります。 

株式会社小樽ベイシティ開発    2,454百万円

東栄株式会社           1,134 

各社の民事再生手続等の結果次第では、その一部

が返済されない可能性があります。 

※６．有価証券の時価評価により、純資産額が78百万円

増加しております。 

※６．有価証券の時価評価により、純資産額が205百万

円増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

 
※１．売上仕入（消化仕入）契約に基づき販売した商品

に係るものの金額は、次のとおりであります。 

 
※１．売上仕入（消化仕入）契約に基づき販売した商品

に係るものの金額は、次のとおりであります。 
 

売上高            24,432百万円

売上原価           20,299 
─────────────────────
売上総利益           4,133 

  

 
売上高            23,306百万円

売上原価           19,386 
─────────────────────
売上総利益           3,919 

  
※２．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。

販売費及び一般管理費他       176百万円

 

販売費及び一般管理費他       56百万円

 

※３．       ────── ※３．関係会社との取引に係るものであります。 

※４．       ────── ※４．東苗穂店の閉店（平成17年５月予定）に伴い発生

すると見込まれる損失額を計上しております。 

※５．株式会社マイカル（旧株式会社コスモ二一および

旧株式会社ハートリアルエステート）が所有する

土地と建物を当社が買取る際、差入れていた差入

保証金・敷金との差額であります（参照 貸借対

照表注記４）。 

※５．       ────── 

※６．固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※６．       ────── 

建物               120百万円

構築物               7 

器具備品             19 

無形固定資産           50 

撤去費等             291 
─────────────────────

計             488 
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（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

器具備品 9,751 5,131 4,619

その他 35 13 21

合計 9,786 5,145 4,640

  

 

 
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

器具備品 11,005 5,223 5,782

その他 31 19 12

合計 11,037 5,242 5,795

  
（2）未経過リース料期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 1,793百万円

１年超 2,989 

合計 4,782 
  

 
１年内 2,181百万円

１年超 3,733 

合計 5,915 
  

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 
 

支払リース料 2,003百万円

減価償却費相当額 1,802 

支払利息相当額 193 
  

 
支払リース料 2,092百万円

減価償却費相当額 1,890 

支払利息相当額 182 
  

（4）減価償却費相当額の算定方法 （4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額について

は、リース契約上に残価保証の取り決めがある場

合は当該残価保証額、それ以外は零とする定額法

によっております。 

同     左 

（5）利息相当額の算定方法 （5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同     左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 
 

１年内 959百万円

１年超 5,628 

合計 6,587 
  

 
１年内 2,303百万円

１年超 15,919 

合計 18,222 
  

 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成16年２月29日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成17年２月28日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成16年２月29日） 

当事業年度 
（平成17年２月28日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

（1）流動資産 （1）流動資産 
 

繰延税金資産 

 税務上の繰越欠損金 536百万円

 賞与引当金限度超過額 110 

 販売促進引当金否認額 53 

 その他 96 

 繰延税金資産合計 796 

繰延税金負債  

 未収事業税 36 

 繰延税金負債合計 36 

 繰延税金資産の純額 760 
  

 
繰延税金資産 

 賞与引当金限度超過額 114百万円

 店舗閉鎖損失引当金 90 

 販売促進引当金否認額 41 

 その他 103 

 繰延税金資産合計 349 
  

（2）固定資産 （2）固定資産 
 

繰延税金資産 

 税務上の繰越欠損金 522百万円

 退職給付引当金限度超過額 227 

 役員退職引当金否認額 120 

 賃借料否認額 85 

 その他 25 

 繰延税金資産合計 981 

繰延税金負債  

 固定資産圧縮積立金 74 

 その他 53 

 繰延税金負債合計 127 

 繰延税金資産の純額 854 
  

 
繰延税金資産 

 税務上の繰越欠損金 919百万円

 退職給付引当金限度超過額 289 

 役員退職引当金否認額 106 

 賃借料否認額 85 

 その他 21 

 繰延税金資産合計 1,422 

繰延税金負債  

 固定資産圧縮積立金 74 

 その他 139 

 繰延税金負債合計 213 

 繰延税金資産の純額 1,209 
  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 
 

当事業年度において税引前当期純損失が計上され

ているため、記載を省略しております。 

 
当事業年度において税引前当期純損失が計上され

ているため、記載を省略しております。 

３．「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布されたことに

伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債

の計算（ただし、平成17年３月１日以降解消が見込

まれるものに限る。）に使用した法定実効税率は、

41.7％から40.4％に変更されております。 

その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金

額を控除した金額）が28百万円減少し、当事業年度

に計上された法人税等調整額が29百万円、その他有

価証券評価差額金が1百万円、それぞれ増加してお

ります。 

３．     ───── 
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（１株当たり情報） 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１株当たり純資産額 814円64銭 805円92銭 

１株当たり当期純損失 69円87銭 3円89銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、１株当たり当期

純損失が計上されており、また、潜

在株式が存在しないため、記載して

おりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、１株当たり当期

純損失が計上されており、また、潜

在株式が存在しないため、記載して

おりません。 

 （注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前事業年度 

（自 平成15年３月１日 
至 平成16年２月29日） 

当事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

当期純損失（百万円） 1,688 95 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純損失（百万円） 1,688 95 

期中平均株式数（千株） 24,163 24,488 

 

（重要な後発事象） 

前事業年度 
（平成16年２月29日） 

当事業年度 
（平成17年２月28日） 

固定資産の取得 ───── 

 当社は、更生会社株式会社マイカルとの債権・債務及

び権利関係の精算について基本的合意に達したことによ

り、平成16年３月30日、同社所有の下記固定資産の売買

契約を締結いたしました。 

 

買受金額             4,040百万円 

資産の内容 

北見店 店舗建物 

静内店 店舗建物・店舗土地・駐車場土地 

伊達店 店舗建物 

藻岩店 駐車場土地 

釧路店 駐車場土地 

紋別店 駐車場土地 
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④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

株式会社 ほくほくフィナンシャルグ
ループ 

524,000 206 

株式会社 札幌北洋ホールディングス 664.5 493 

ポケットカード 株式会社 54,826 103 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

その他7銘柄 35,760 22 

計 615,250.5 826 
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【有形固定資産等明細表】 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産    

建物 22,990 5,382 30 28,341 14,465 1,012 13,876

構築物 1,839 739 － 2,578 1,453 166 1,125

器具備品 1,831 89 65 1,855 1,508 102 347

土地 5,056 2,172 1 7,227 － － 7,227

建設仮勘定 2,225 23 1,972 277 － － 277

有形固定資産計 33,942 8,407 2,069 40,279 17,426 1,281 22,853

無形固定資産    

借地権 1,589 224 － 1,814 － － 1,814

借家権 1,709 1 0 1,710 428 64 1,281

施設利用権 188 82 2 268 86 14 182

ソフトウェア 735 1,489 40 2,183 485 287 1,698

電話加入権 32 － － 32 － － 32

その他 1,219 463 454 1,228 248 50 980

無形固定資産計 5,473 2,316 543 7,237 1,248 416 5,989

長期前払費用 124 391 138 376 － － 376

繰延資産    

社債発行費 174 60 65 169 92 78 76

繰延資産計 174 60 65 169 92 78 76

 （注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

建    物  岩見沢 2,448 北 見 1,304 静 内 837 伊 達 608 

土    地  岩見沢 1,030 静 内  582 

ソフトウェア  本 社 1,489 

２．無形固定資産の「電話加入権」は、貸借対照表上、無形固定資産の「その他」に含めて表示しておりま

す。 
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【資本金等明細表】 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 4,099 － － 4,099 

普通株式 （株） （24,489,016） （－） （－）（24,489,016）

普通株式 （百万円） 4,099 － － 4,099 

計 （株） （24,489,016） （－） （－）（24,489,016）

資本金のうち
既発行株式 

計 （百万円） 4,099 － － 4,099 

（資本準備金）      

株式払込剰余金 （百万円） 3,605 － － 3,605 

合併差益 （百万円） 38 － － 38 

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

計 （百万円） 3,644 － － 3,644 

（利益準備金） （百万円） 358 － － 358 

（任意積立金）      

固定資産圧縮積立金 （百万円） 106 － － 106 

別途積立金（注1） （百万円） 13,300 － 2,000 11,300 

利益準備金及
び任意積立金 

計 （百万円） 13,765 － 2,000 11,765 

 （注）１．当期減少額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

２．当期末における自己株式数は、490株であります。 

 

【引当金明細表】 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用）
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金（注） 36 35 21 15 35

賞与引当金 318 283 318 － 283

販売促進引当金 127 101 127 － 101

店舗閉鎖損失引当金 － 222 － － 222

役員退職引当金 297 － 22 11 264

 （注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、主に一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

２．役員退職引当金の「当期減少額（その他）」は、支給時の戻入額であります。 
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(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 

内訳 金額（百万円） 

現金 692 

預金  

（当座預金） 0 

（普通預金） 3,954 

（別段預金） 0 

合計 4,647 

 

ロ 受取手形 

(イ）相手先別内訳 

相手先 金額（百万円） 

株式会社 ジャックス 11 

日本信販 株式会社 13 

株式会社 オリエントコーポレーション 4 

合計 29 

 

(ロ）期日別内訳 

期日別 金額（百万円） 

平成17年３月 27 

４月 1 

５月 － 

６月 0 

７月 0 

８月 0 

９月以降 0 

合計 29 
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ハ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

相手先 金額（百万円） 

ポケットカード 株式会社 2,062 

株式会社 ジェー・シー・ビー北海道 186 

協同組合 エヌシー日商連 101 

協同組合 日専連釧路会 116 

協同組合 日専連札幌会 77 

その他 508 

合計 3,052 

 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

2,942 23,444 23,333 3,052 88.4 46 

（注）消費税の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生額には消費税が含まれております。 

 

ニ 商品 

品名 金額（百万円） 

ファミリー衣料 389 

婦人衣料 1,101 

子供衣料 699 

紳士衣料 996 

服飾 2,860 

衣料品計 6,048 

リビング 816 

ホビーカルチャー 980 

レジャースポーツ 240 

ハウジング 330 

家電・携帯電話 689 

住生活計 3,057 

生鮮食品 107 

加工食品 658 

食料品計 766 

その他 124 

合計 9,996 

 



－  － 
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ホ 貯蔵品 

品名 金額（百万円） 

包装資材及び値札 9 

合計 9 

 

ヘ 長期債権 

相手先 金額（百万円） 

株式会社 小樽ベイシティ開発 3,681 

東栄 株式会社 1,957 

その他 12 

合計 5,650 

 

ト 長期差入保証金 

区分 金額（百万円） 

敷金 12,492 

建設協力金 8,561 

営業差入保証金 50 

合計 21,105 

 



－  － 
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② 負債の部 

イ 支払手形 

(イ）相手先別内訳 

相手先 金額（百万円） 

寺田 株式会社 47 

株式会社 丸正 16 

株式会社 ダプルニット 15 

株式会社 ルシード 15 

小杉産業 株式会社 8 

その他 58 

合計 162 

 

(ロ）期日別内訳 

期日別 金額（百万円） 

平成17年３月 91 

４月 69 

５月 0 

６月 － 

７月 － 

８月 － 

９月以降 － 

合計 162 

 

ロ 買掛金 

相手先 金額（百万円） 

三井食品 株式会社 331 

杉野雪印アクセス 株式会社 237 

ＮＴＴ北海道通信網 200 

国分 株式会社 184 

ホクレン農業協同組合連合会 109 

その他 6,389 

合計 7,453 

 



－  － 
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ハ 短期借入金 

相手先 金額（百万円） 

㈱みずほコーポレート銀行 4,500 

㈱北洋銀行 3,500 

㈱北海道銀行 2,000 

その他 6,000 

合計 16,000 

 

ニ １年以内返済予定長期借入金 

相手先 金額（百万円） 

㈱北洋銀行 1,272 

住友信託銀行㈱ 625 

㈱東京三菱銀行 600 

その他 3,011 

合計 5,508 

 

ホ 設備関係支払手形 

(イ）相手先別内訳 

相手先 金額（百万円） 

りんかい日産建設 株式会社 2,005 

ヴィンキュラムジャパン 株式会社 106 

株式会社 スペース 25 

株式会社 ユニテックス 14 

三機工業 株式会社 10 

その他 38 

合計 2,201 

 

(ロ）期日別内訳 

期日別 金額（百万円） 

平成17年３月 134 

４月 14 

５月 93 

６月 28 

７月 6 

８月 － 

９月以降 1,924 

合計 2,201 

 



－  － 
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ヘ 社債                        6,150百万円 

 内訳は１ 連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 ⑤ 連結附属明細表 社債明細表に記載しております。 

 

ト 長期借入金 

区分 金額（百万円） 

㈱東京三菱銀行 2,143 

㈱みずほコーポレート銀行 1,868 

㈱北洋銀行 1,851 

その他 9,750 

合計 15,614 

 

チ 長期預り保証金 

区分 金額（百万円） 

テナント預り保証金 4,313 

テナント預り敷金 347 

その他 32 

合計 4,694 

 

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

 

 

 



－  － 
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第６【提出会社の株式事務の概要】 
 

決算期 ２月 末日 

定時株主総会 ５月中 

基準日 ２月 末日 

株券の種類 
100,000株券、10,000株券、1,000株券、100株券の株式数を表示した株
券 

中間配当基準日 ８月３１日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番４号 
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
大阪市中央区北浜４丁目５番３３号 
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番４号 
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
大阪市中央区北浜４丁目５番３３号 
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 

以下の算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買取った単元未
満株式の数で按分した金額とする。 
（算式）１株当たりの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のう
ち 
100万円以下の金額につき             1.150％ 
100万円を超え500万円以下の金額につき       0.900％ 
500万円を超え1,000万円以下の金額につき      0.700％ 
1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき     0.575％ 
3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき     0.375％ 
（円単位未満の端数を生じた場合には切り捨てる。） 
ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500
円とする。 

公告掲載新聞名 日本経済新聞（注） 

株主に対する特典 休止しております。 

 （注） 「株式会社の監査に関する商法の特例に関する法律」第16条第３項の定めに基づき、貸借対照表及び損益

計算書に係る情報を当社のホームページ（ＵＲＬは、http://www.posful.co.jp/kessan/index.html）に

おいて提供しております。 



－  － 
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第７【提出会社の参考情報】 
 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

１ 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第26期）（自 平成15年３月１日 至 平成16年２月29日）平成16年５月25日北海道財務局長に提

出。 

２ 半期報告書 

 （第27期中）（自 平成16年３月１日 至 平成16年８月31日）平成16年11月19日北海道財務局長に提出。 

３ 自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成16年２月１日 至 平成16年２月29日）平成16年３月12日北海道財務局長に提出 

報告期間（自 平成16年３月１日 至 平成16年３月31日）平成16年４月16日北海道財務局長に提出 

報告期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年４月30日）平成16年５月14日北海道財務局長に提出 

報告期間（自 平成16年５月１日 至 平成16年５月21日）平成16年５月24日北海道財務局長に提出 



－  － 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書 

 

  平成16年５月21日

株式会社 ポスフール    

 

 取締役会 御中  

 

 あずさ監査法人  

 

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 大石 一良 

 

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 井上 寅喜 

 

 関与社員  公認会計士 寺嶋 典裕 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ポスフールの平成15年３月１日から平成16年２月29日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ポスフール及び連結子会社の平成16年２月29日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 固定資産の取得に関する後発事象が有価証券報告書に記載されている。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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独立監査人の監査報告書 

 

  平成17年５月30日

株式会社 ポスフール    

 

 取締役会 御中  

 

 あずさ監査法人  

 

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 大石 一良 

 

 関与社員  公認会計士 寺嶋 典裕 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ポスフールの平成16年３月１日から平成17年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ポスフール及び連結子会社の平成17年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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独立監査人の監査報告書 

 

  平成16年５月21日

株式会社 ポスフール    

 

 取締役会 御中  

 

 あずさ監査法人  

 

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 大石 一良 

 

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 井上 寅喜 

 

 関与社員  公認会計士 寺嶋 典裕 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ポスフールの平成15年３月１日から平成16年２月29日までの第26期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ポスフールの平成16年２月29日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 固定資産の取得に関する後発事象が有価証券報告書に記載されている。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
 



 

 

(66) ／ 2007/08/07 16:42 (2007/08/07 16:42) ／ 431292_26_0502_2k_04201881／監査H17単体／os2ポスフール.doc 

独立監査人の監査報告書 

 

  平成17年５月30日

株式会社 ポスフール    

 

 取締役会 御中  

 

 あずさ監査法人  

 

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 大石 一良 

 

 関与社員  公認会計士 寺嶋 典裕 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ポスフールの平成16年３月１日から平成17年２月28日までの第27期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ポスフールの平成17年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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